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熊本県障がい福祉計画 
 第５期障がい・第１期障がい児福祉計画 

〔平成30年度～平成32年度 〕 

成果目標及び活動指標について 
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資料２－② 





1 

 熊本県障がい福祉計画（第５期障がい・第1期障がい児福祉計画）概要 

(1) 地域生活移行者数の増加 
   施設入所者（H28年度末）の８％(237人)が 
       地域生活へ移行（★基本指針:9%以上） 
(2) 施設入所者の削減 
     施設入所者(H28年度末)から2％(60人)減少 

   成果目標（平成３２年度を目標年度とする成果目標を設定） 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行    項 目 数 値 考え方 

H28年度末時点に
おける入所者（Ａ） 

2,956 人 
H28.3.31の施設入所
者数 

目標年度入所者 
（B） 

2,896 人 
H32年度末時点の施
設入所者数 

【目標値】  
削減見込（A-B） 

60 人 
（2%） 

差引減少見込み数 

【目標値】 
地域生活移行者数 

237 人
（８％） 

施設入所からグループホー
ム等へ移行した者の数 

項 目 数 値 考え方 

【目標値】目標年度に
おける長期入院患者数
（65歳以上） 

3,113 人 
H32年度末の精神病
床における1年以上
の長期入院患者数 【目標値】目標年度に

おける長期入院患者数
（65歳未満） 

1,273 人  

【目標値】目標年度に
おける入院後3か月時
点の退院率 

69 ％ 

H32年度における、
入院後3か月・6か
月・1年時点の退
院率 

【目標値】目標年度に
おける入院後6か月時
点の退院率 

84 ％ 

【目標値】目標年度に
おける入院後1年時点
の退院率 

90 ％ 

２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築    

(1) H32年度末までに全ての圏域ごとに、精神障害
者地域移行・地域定着推進協議会などの保健、
医療、福祉関係者による協議の場を設置 

(2) 精神病床における1年以上長期入院患者数 
   ・1年以上の長期入院患者数 
      65歳以上   3,113人 
      65歳未満 1,273人 
(3) 精神病床における早期退院率 
  ・入院後3か月時点の退院率を69％以上 
    ・入院後6か月時点の退院率を84％以上 
    ・入院後1年時点の退院率を 9０％以上 

３ 地域生活支援拠点等の整備    

(1) H32年度末までに、各圏域に地域生活支援拠点 
   等を少なくとも1つ整備 

未 定 稿 
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 熊本県障がい福祉計画（第５期障がい・第１期障がい児福祉計画）概要 

(1) 福祉施設利用者の一般就労への移行者の増加 
  H28年度実績（230人）の1.5倍の年間345人 
 
(2) 就労移行支援事業の利用者の増加 
  H28年度末における利用者（404人）から 
   1.2倍以上増加し、485人 
   
(3) 就労移行支援事業所の就労移行率の増加 
  就労移行率が3割以上の事業所を全体の 
    ５割以上 
 
(4) 就労定着支援事業による支援開始１年後の職 
  場定着率が 8 割以上 

４ 福祉施設から一般就労への移行等    項 目 数 値 考え方 

H28年度の一般就
労移行者数 

230 人 
H28年度において福
祉施設を退所し、一
般就労した者の数 

【目標値】目標年
度の一般就労移行
者数 

345 人 
（1.5倍） 

H32年度において福
祉施設を退所し、一
般就労する者の数 

H28年度末の就労
移行支援事業の利
用者数 

404 人 
H28年度末において
就労移行支援事業を
利用した者の数 

【目標値】目標年
度末の就労移行支
援事業の利用者数 

 485人 
（1.2倍） 

H32年度末において
就労移行支援事業を
利用する者の数 

【目標値】目標年
度末の就労移行支
援事業所のうち就
労移行率が3割以
上 

５0 % 

H32年度末において
就労移行率が3割以上
の就労移行支援事業
所の割合 

【目標値】目標年
度の就労定着支援
事業による支援開
始1年後の職場定
着率が8割以上 

 80％ 

H32年度において就
労定着支援事業によ
る支援を開始した1年
後の職場定着率 

未 定 稿 

    成果目標（平成３２年度を目標年度とする成果目標を設定） 
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 熊本県障がい福祉計画（第5期障がい・第1期障がい児福祉計画）概要 

 
（1）重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置及び保育所等 
  訪問支援の充実 
 
 ・平成32年度末までに児童発達支援センターを各圏域に少なくとも1ヶ所以上設置する。 
 ・全ての市町村において保育所等訪問支援を利用できる体制を構築する。 
 
（2）主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所 
  の確保 
  
 ・平成32年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等 
  デイサービス事業所を各市町村に少なくとも1ヶ所以上確保する。 
  （市町村単独での確保が困難な場合には、圏域での確保） 
 
（3）医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 
 
 ・平成30年度末までに、県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、 
  保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設置する。 
  （市町村単独での設置が困難な場合は、県が関与した上での、圏域での設置） 

５ 障がい児支援の提供体制の整備等    

未 定 稿 

   成果目標（平成３２年度を目標年度とする成果目標を設定） 
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 熊本県障がい福祉計画（第５期障がい・第１期障がい児福祉計画）概要 

 活動指標    

項 目 数 値 考え方 

就労移行支援事業及び就労継続支援
事業の利用者の一般就労移行者数 

341 人 
H32年度において、就労移行支援及び就労継続支援事業の利用者のう
ち、一般就労への移行者数の見込み 

職業訓練の受講者数 ３ 人  
H32年度において、福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、職業
訓練受講者数の見込み 

福祉施設から公共職業安定所への誘
導者数 

836 人 
H32年度において、福祉施設の利用者のうち、公共職業安定所の支援
を受けることができるよう、福祉施設から公共職業安定所へ誘導する
福祉施設利用者数 

福祉施設から障害者就業・生活支援
センターへの誘導者数 

333 人 

H32年度において、福祉施設から一般就労に移行する利用者のうち、
障害者就業・生活支援センターによる支援を受けることができるよう、
福祉施設から障害者就業・生活支援センターへ誘導する福祉施設利用
者の数の見込み 

公共職業安定所における福祉施設利
用者の支援者数 

244 人 
H32年度において、福祉施設の利用者のうち、公共職業安定所の支援
を受けて就職する者の数の見込み 

１ 福祉施設から一般就労への移行等 

未 定 稿 
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 熊本県障がい福祉計画（第５期障がい・第１期障がい児福祉計画）概要 

 活動指標    

項目 数値（年度毎） 

発達障害者支援地域協議会の開催数 2 回  

発達障害者支援センターによる相談支援件数 １７ 件 

発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への
助言件数 

５９１ 件 

発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地
域住民への研修、啓発件数 

７１９ 件 

発達障がい者等に対する支援 

未 定 稿 
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

市町村の作業

庁内調整等

H29年度

熊本県障害者
施策推進審議会

・
熊本県障害者自立

支援協議会

意見聴取

県議会へ

報告

●第１回審議会

（８/2３）

①計画概要
説明

②スケジュール

説明

県議会へ

中間説明

●第３回

審議会

（２月中旬
開催予定）

①最終案

の審議

・国基本指針 告示→ 通知

・第4期計画 実績値の照会
・実績値とりまとめ

・障がい

者団体との

意見交換会

(7/12～

7/19)

・県計画素案検討

・他計画との調整等

・県計画素案検討

（市町村計画数値の集計及び調整）

・他計画との調整等

●第２回審議会

（１１/３０）

① 素案（成果

目標等）に

ついて審議

市町村

担当者

会議
(８/２１)

自立支援

協議会
（１/２６）

①素案に

ついて

意見聴取

・県→市町村 （次期計画期間のサービス見込み量の調査依頼（中間報告）：10月末提出）

市町村→県 （見込み方法・量、市町村計画全般について、ヒアリング等で内容確認：10月～12月）

・県→国

中間報告

県→市町村

（成果目標及び

サービス見込み量
の最終報告依頼：

3月上旬〆切）

・県計画最終案

・市町村計画数値の

最終集計及び調整

・パブリック

コメント
(1月末～2月末)

熊
本
県
障
が
い
福
祉
計
画(

第
５
期
障
が
い
・
第
１
期
障
が
い
児
福
祉
計
画)

策
定

  熊本県障がい福祉計画（第５期障がい・第１期障がい児福祉計画）策定スケジュール 


